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1. はじめに 

本研究の目的は、日本企業におけるエフェクチ

ュエーターの特徴と、エフェクチュエーション志

向とコーゼーション志向の違いがなぜ生じるの

かを明らかにすることである。Sarasvathy（2015）

によれば、エフェクチュエーションは学習可能で

あり、後天的に得られることができるとされてい

る。エフェクチュエーション志向とコーゼーショ

ン志向の違いは、個人の経験によるものなのか、

キャリアやライフステージなどの状況によるも

のなのか、または環境に対する選択（特に育児休

業の取得の選択）によるものなのかを調査する。 
 
2. 先行研究 

エフェクチュエーション尺度に関する先行研究 
エフェクチュエーションは起業家の意思決定

プロセスであるが、個人の行動と結びついている。

FLNB de Melo（2019）は、Chandler ら（2011）が

開発したエフェクチュエーション尺度を活用し、

ブラジルにおける個人の属性を分析した。

Scheepers, M ら(2018)は、南アフリカにおける女

性のキャリアステージ、集団主義、自己効力感を

分析し、ビジネスプロセスのフェーズだけでなく、

性差や子育て経験、女性のキャリア選択において

も、エフェクチュエーション志向とコーゼーショ

ン志向が異なることを明らかにした。 

 
育児休業に関する先行研究 
起業に影響を与える要因のひとつに、母親のパ

ートナーが取得する育児休業がある。育児休業に

関する先行研究では、パートナーの育児休業は、

女性の起業のためだけでなく、パートナー自身の

能力開発のためにも活用されていることが示さ

れている。Derek Tら(2021)は、強制的な育児休

業中の意図的な時間の使い方に著しい性差があ

ることを発見した。特に、男性は女性よりも追加

の仕事を引き受ける、新しい雇用主を探す、現在

の雇用主のプロジェクトの遅れを取り戻す、新し

い仕事関連スキルを学ぶ、新しいビジネスアイデ

アを模索するなど、人材育成の機会のために育児

休業を利用する傾向が有意に高かった。育児休業

の取得が女性に与える影響については、Lucia ら

（2021）は、スウェーデンにおける幼い子どもを

持つ母親が起業する件数が近年大幅に増加して

いることを明らかにしている。また、Porter（2015）

は、父親の育児休業の取得を増やすことが男女間

の賃金格差の縮小につながると提唱している。こ

のように、男性の育児休業の取得が女性の労働環

境に影響を与える一方で、男性自身も休業中に新

たなスキルを身につけたり、新たなビジネスチャ

ンスを探そうとしたりすることから、男性が育児

休業を取得することが起業にポジティブな影響

を与える可能性がある。しかしながら、Mari Rege

ら(2013)は、1993 年にノルウェー政府が父親の育

児休業枠を導入したことで、父親の休業取得率が

急増した一方で、子どもが 1歳の時に 4 週間の育

児休業を取得すると、父親の将来の収入が減少す

ることを指摘している。この効果は子どもが 5歳

になるまで続くと指摘している。つまり、時間や

労働力を家庭にシフトすることで収入が減少す

る可能性があり、男性の育児休業取得にはマイナ

ス効果もある。  

これらの先行研究からエフェクチュエーター

の特徴と、エフェクチュエーション志向とコーゼ

ーション志向の違いや育児休業の取得の有用性

について明らかになっているものの、アジア諸国、

特に大企業におけるエフェクチュエーション志

向に関する研究は限られている。本研究の目的は、

日本企業におけるエフェクチュエーション志向

が高い人材（エフェクチュエーション尺度が高い

人材と定義）とコーゼーション志向が高い人材

（コーゼーション尺度が高い人材と定義）の経験、

選択、状況、キャリアステージがどのように異な

るかを調査することである。特に、育児休業が義

務化されていない日本において、育児休業の取得

とアントレプレナーシップ（エフェクチュエーシ

ョン志向）との間に関係があるのかどうかを調査

する。 
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3. 研究方法 

3.1 仮説 

これまでの先行研究や執筆者の経験を踏まえ

て、下記の仮説を設定する。 

 

1. 大企業出身者より起業家の方がエフェクチュ

エーション志向が高い 

2. 大企業であっても新規事業担当者はエフェク

チュエーション志向が高い 

3. 大企業のマネジメント層はコーゼーション志

向が高い 

4. 製造業はコーゼーション志向が高い一方、情

報通信（IT）業はエフェクチュエーション志

向が高い 

5. キャリアが浅いもしくはミドルキャリアの女

性はエフェクチュエーション志向が高い 

6. 子供がいるとエフェクチュエーション志向が

高い 

7. 育児休業を取得しているとエフェクチュエー

ション志向が高い 

8. 自己効力感が高いとエフェクチュエーション

志向が高い 

9. 早稲田ビジネススクールに所属するメンバー

より始動 Next Innovatorメンバーの方がエ

フェクチュエーション志向が高い 

 

図 1 仮説と分析デザイン 

 
 

3.2 分析手法 

分析対象者は早稲田ビジネススクールに在学

中または卒業したグループ（以下、WBSグループ）

と経済産業省および JETROが主催している起業家

シリコンバレー派遣プログラム「始動 Next 

Innovator」の 2023 年度参加者および過去の参加

者のグループ（以下、始動グループ）の２つの母

集団を対象に、2023 年 12月 3日から 12月 17日

までの期間で Web によるアンケートを実施した。

WBSグループは 216 件、始動グループは 218件回

答を得た。合計 434 件のアンケート回答結果を全

体、WBS グループ、始動グループをそれぞれ母集

団とし分析を実施した。仮説 1〜8 の検証にあた

り、統計ソフト Stata を用いて順序ロジスティッ

ク回帰分析を実施した。母集団については、早稲

田ビジネススクールに現役で通っている、または

過去通っていたMBA生のグループと経済産業省お

よび JETRO主催の起業家育成プロジェクト始動に

2015 年の 1 期〜2023 年の 9 期として参加してい

たアルムナイグループとそれぞれ2つに分類した。

各々に分析を行うことで、それぞれの属性におけ

るエフェクチュアルな行動の差を抽出すること

を意図している。 

また、アンケート結果からエフェクチュエーシ

ョン志向の高い5名とコーゼーション志向の高い

6 名を抽出した。そして、なぜ結果的にエフェク

チュエーション志向が高いのか、コーゼーション

志向が高いのか、また、対象者が置かれている企

業や組織の環境、転職や起業の選択や育児休業取

得の選択が、結果にどのような影響を与えたのか

を、インタビュー形式で質問した。 

 

4. 結果 

本研究では、日本におけるエフェクチュエーシ

ョン志向の高い人材とコーゼーション志向の高

い人材の特徴とその要因について 434件のアンケ

ート調査と 11 名のインタビュー調査から、定性

調査と定量調査を実施した。以下の図 2 の結果か

ら、起業家や大企業の新規事業担当者はエフェク

チュエーション志向が高く、大企業のマネジメン

ト層はコーゼーション志向が高いことが明らか

となった。また、育児休業を取得した男性は、エ

フェクチュエーション志向が高いことが分かっ

た。 

また、インタビュー調査の結果から、エフェク

チュエーション志向とコーゼーション志向を生

み出す要因として、職場環境、職務内容、育児休

業取得、過去の起業経験が関係していることが明

らかになった。特に、大企業の中でも不確実性の

高い新規事業開発、新市場創造、イノベーション

創造に取り組む場合には、エフェクチュエーショ

ンの志向が強いことが示唆された。 
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図 2 順序ロジスティック回帰分析結果 

 
 

図 3 分析デザインを用いた結果まとめ 

 
 

特に図 2 の説明変数の中で、育児休業の取得の

変数のみが、サンプル個人の意図的な選択とみな

されている。我々は個人のエフェクチュエーショ

ン志向がこの選択に影響されるという逆の因果

関係にも注目している。そこで次に、育児休業の

取得を被説明変数、エフェクチュエーション尺度

とその他の属性を説明変数として、順序ロジステ

ィック回帰分析を行った。結果を図 4に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 被説明変数を育児休業の取得とした順序

ロジスティック回帰分析結果 

 
 

図 5 被説明変数を育児休業の取得とした分析

デザインを用いた結果まとめ 

 
 

上記図 4の結果より、育児休業の選択は、全体

サンプルでは 5％水準で、男性のみのサンプルで

は 1％水準で、エフェクチュエーション志向が正

に有意な影響を受けることが示唆された。つまり、

エフェクチュエーション志向が高いほど、主に男

性の育児休業の取得につながり、エフェクチュエ

ーション志向の高い人材が育児休業を取得する

ことの選択に影響を与えていると考えられる。こ

の回帰分析では、すべてのコントロール変数が妥

当に正または負の係数を与えている。例えば、IT

産業のダミー変数は、サンプル全体では 10％水準

で正有意であり、IT 産業は従業員に対して様々な

人事政策を提供しており、職場環境が育児休業を
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取得しやすいことを示唆している。  

 

5 結び 

本研究では、日本の起業家や大企業出身者のエ

フェクチュエーション志向の高い人材の特徴や

経験を明らかにした。具体的には、男性の育児休

業の選択は、エフェクチュエーション志向と強く

関連している。因果関係の方向性はまだ不明であ

るが、起業家育成プロジェクトである始動に参加

するケースとは対照的に、育児休業期間中に個人、

特に男性がエフェクチュエーション志向になる

要因がないと仮定すれば、育児休業を選択した時

点ですでにエフェクチュエーション志向が高い

と言えるかもしれない。しかし、この推測はまだ

完全には支持されていない。より説得力のある証

拠を得るためには、構造方程式モデルに基づく回

帰分析が必要である。エフェクチュアルな人材と

して成功するためには、育児休業の取得はキャリ

アアップに対してリスクではなく、むしろ今後の

キャリアアップにつながり、人生の変化に柔軟に

対応する手段となりえる。イノベーションにはエ

フェクチュアルな人材が必要である。マクロ的な

少子化対策だけでなく、起業家マインドを持った

人材が活躍するためにも、特に男性が育児休業を

選択しやすい組織環境をデザインすることを提

言する。 
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